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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２  売上収益には、消費税等を含めておりません。 

３ 百万円未満を四捨五入して記載しております。 

４  希薄化後１株当たり四半期(当期)利益については、希薄化効果を有する株式が存在しないため記載しており

ません。 

５ 第61期に連結子会社であるヤチヨ マニュファクチュアリング オブ アラバマ エル エル シー（米国）の板

金事業をユニプレス株式会社の100％子会社であるユニプレス アラバマ インコーポレーテッドへ事業譲渡

することを決議し、第62期にヤチヨ オブ オンタリオ マニュファクチュアリング インコーポレーテッド

（カナダ）の全事業をMatcor-Matsu Group of Companiesに譲渡することを決議したため、第62期第２四半

期連結累計期間及び第62期においては、北米の板金事業を非継続事業に分類しております。 

６  上記指標は、国際会計基準(IFRS)により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいており

ます。 

  

回次 
第62期 

第２四半期 
連結累計期間 

第63期 
第２四半期 
連結累計期間 

第62期 

連結会計期間 
自 2014年４月１日 
至 2014年９月30日 

自 2015年４月１日 
至 2015年９月30日 

自 2014年４月１日 
至 2015年３月31日 

売上収益(継続事業) 
(百万円)

71,184 77,895 150,225 
(第２四半期連結会計期間) (35,838) (39,216)  
税引前四半期利益又は 
税引前利益(継続事業) 

(百万円) 7,183 5,830 14,521 

親会社の所有者に帰属する 
四半期(当期)利益(全事業) (百万円)

5,016 3,161 8,341 

(第２四半期連結会計期間) (3,298) (1,514)   
親会社の所有者に帰属する 
四半期(当期)包括利益(全事業) 

(百万円) 7,430 1,008 13,146 

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 48,325 54,568 53,801 

資産合計 (百万円) 129,214 129,043 133,550 

基本的１株当たり四半期(当期)利益 
(円) 

208.89 131.63 347.33 
(第２四半期連結会計期間) (137.35) (63.06)   
希薄化後１株当たり 
四半期(当期)利益 

(円) ― ― ― 

親会社所有者帰属持分比率 (％) 37.4 42.3 40.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,274 7,668 11,407 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,047 △2,164 △5,668 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 103 △4,983 △4,937 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 17,760 17,945 18,530 
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２【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。 

  
（その他の地域） 

第１四半期連結会計期間において、関連会社であったヒラタ ヤチヨ リーシング リミテッド（英国）の保有

株式全てを売却したことにより、関連会社から除外しております。 

また、関連会社であるユー ワイ ティー リミテッド（英国）の全事業を2015年６月15日（現地時間）にN 

Press Assembly Limitedへ譲渡いたしました。ユー ワイ ティー リミテッドにつきましては、現在清算手続き

中であります。 

  
この結果、2015年９月30日現在では、当グループは、当社並びに親会社１社、子会社20社及び関連会社１社により

構成されることとなりました。 
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第２【事業の状況】 

１【事業等のリスク】 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判

断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項について重要な変更及び新たに生じたものはありません。 

２【経営上の重要な契約等】 

当社は2015年10月15日開催の取締役会において、当社四日市製作所の板金プレス工場を吸収分割により、当社が

100％を出資する連結子会社である株式会社ワイジーテックに承継させた上で、所有する株式会社ワイジーテックの全

株式を東プレ株式会社へ譲渡することを決議し、同日譲渡契約を締結いたしました。 

  

詳細については、「第４ 経理の状況 １ 要約四半期連結財務諸表 要約四半期連結財務諸表注記 10. 後発事象」

に記載しております。 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 経営成績 

当第２四半期連結累計期間の経済状況は、国内においては、個人消費は総じてみれば底堅い動きとなっており、

設備投資は持ち直しの動きがみられるなど、景気は一部に弱さも見られるものの緩やかな回復基調が続いておりま

す。一方、海外においては、米国の景気は、金融政策正常化に向けた動きや原油価格下落、ドル高の影響が懸念さ

れるものの、雇用環境の改善に伴う個人消費の増加を中心として回復が続いております。アジア諸国の景気は、中

国では、不動産価格や金融市場の動向等が懸念されるなか、緩やかに減速しており、インドでは持ち直しておりま

す。その他のアジア諸国においては、景気はやや減速しております。欧州主要国の景気は、高い失業率や地政学的

リスクの影響が懸念されるものの、持ち直しております。 

このような状況のもと、当社グループは、昨年４月からスタートした第12次中期計画の施策展開として、多様な

顧客ニーズに対応するため、研究開発におきましてはシミュレーション技術を活用した開発期間の短縮や高付加価

値、かつコスト競争力のある技術・製品の開発に取り組んでおります。その結果、主力製品である樹脂製燃料タン

ク及びサンルーフに新たなラインナップを追加し、量産を開始しております。生産におきましては品質維持向上活

動や生産効率向上活動を継続推進し、第12次中期方針で掲げている『グローバルでトップクラスの技術・製品の競

争力を獲得する』を目指し、お客様に良いものをタイムリーに供給できる体制を更に強化しております。管理にお

きましては業務プロセス改善活動をグローバルで展開し、設計から量産に至る開発・生産・管理の全部門で製品仕

様、製造プロセス、生産管理等、あらゆる領域のロスを削減し、着実に改善効果を上げております。人材におきま

しては中長期計画に基づいた能力向上プログラムの実践とその能力を最大限発揮できる適切な要員配置を進めてお

ります。 

当第２四半期連結累計期間の継続事業における売上収益は、自動車部品における受注の減少などはあったもの

の、為替換算上の影響により、778億９千５百万円と前年同期に比べ67億１千１百万円、9.4％の増収となりまし

た。利益につきましては、原価改善効果や為替換算上の影響などはあったものの、前期に退職給付制度の変更によ

る影響があったことや受注の減少などにより、継続事業からの営業利益は63億４千６百万円と前年同期に比べ７億

２千万円、10.2％の減益となりました。継続事業からの税引前四半期利益は、58億３千万円と前年同期に比べ13億

５千３百万円、18.8％の減益、継続事業からの四半期利益は41億２百万円と前年同期に比べ13億５千９百万円、

24.9％の減益となりました。 

なお、当社グループの非継続事業も含めた全事業の売上収益は前年同期に比べ３億２千８百万円、0.4％の増収、

営業利益は前年同期に比べ７億９千５百万円、11.1％の減益、税引前四半期利益は前年同期に比べ14億９千５百万

円、20.4％の減益、四半期利益は前年同期に比べ16億１千２百万円、28.2％の減益となりました。 

  
セグメントの業績は次のとおりであります。 

（日本） 

日本においては、自動車部品における受注の減少などにより、売上収益は、175億６百万円と前年同期に比べ21億

６千４百万円、11.0％の減収となりました。税引前四半期損失は、前期に退職給付制度の変更による影響があった

ことなどにより、３億４千１百万円と前年同期に比べ26億３千１百万円の減益となりました。 

（米州） 

米州においては、連結子会社であるエー ワイ マニュファクチュアリング リミテッド（米国）における受注

の増加や為替換算上の影響などにより、売上収益は、221億３千５百万円と前年同期に比べ48億１千７百万円、

27.8％の増収となりました。税引前四半期利益は、受注の増加や前期におけるヤチヨ マニュファクチュアリング

オブ アメリカ エル エル シー（米国）の操業準備費用の減少、為替換算上の影響などにより、18億円と前年

同期に比べ10億６千１百万円、143.7％の増益となりました。 

（中国） 

中国においては、連結子会社である八千代工業（中山）有限公司（中国）及び八千代工業（武漢）有限公司（中

国）における受注の減少などはあったものの、為替換算上の影響などにより、売上収益は、111億５千６百万円と前

年同期に比べ９億６千２百万円、9.4％の増収となり、税引前四半期利益は、受注の減少などにより、20億６千３百

万円と前年同期に比べ２億８千９百万円、12.3％の減益となりました。 

（アジア） 

アジアにおいては、連結子会社であるゴウシ インディア オートパーツ プライベート リミテッド（イン

ド）及びサイアム ゴウシ マニュファクチュアリング カンパニー リミテッド（タイ）における受注の減少な

どはあったものの、ゴウシ タンロン オートパーツ カンパニー リミテッド（ベトナム）における受注の増加

や為替換算上の影響などにより、売上収益は、270億９千８百万円と前年同期に比べ30億９千６百万円、12.9％の増

収となりました。税引前四半期利益は、受注の増加や為替換算上の影響などにより、23億円と前年同期に比べ５億

１百万円、27.9％の増益となりました。 
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(2) 財政状態 

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、1,290億４千３百万円と前年度に比べ45億８百万円の減少となりまし

た。減少した要因は、棚卸資産の増加はあったものの、有形固定資産や持分法で会計処理される投資が減少したこ

と、また、為替換算上の影響などによるものであります。 

負債合計は、650億１千２百万円と前年度に比べ47億６千５百万円の減少となりました。減少した要因は、その他

の流動負債の増加はあったものの、借入金が減少したこと、また、為替換算上の影響などによるものであります。 

資本合計は、640億３千１百万円と前年度に比べ２億５千７百万円の増加となりました。増加した要因は、その他

の資本の構成要素が減少したものの、利益剰余金が増加したことなどによるものであります。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前四半期利益58億３

千万円、減価償却費及び償却費42億９千３百万円などがあったものの、棚卸資産の増加額９億９千５百万円、法人

所得税の支払額17億１千６百万円、有形固定資産の取得による支出額24億６千７百万円、短期借入金の純減額７億

３千万円、長期借入金の返済による支出額32億８千１百万円及び配当金の支払額９億１千万円などにより、当第２

四半期連結会計期間末における資金残高は179億４千５百万円となり、前年度に比べ５億８千５百万円減少しまし

た。 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの前年同期に対する増減要因は次のと

おりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、棚卸資産の増加額９億９千５百万円及び法人所得税の支払額17億１千６百万円

などがあったものの、税引前四半期利益58億３千万円、減価償却費及び償却費42億９千３百万円などにより、前年

同期に比べ43億９千４百万円増加し、76億６千８百万円（前年同期は32億７千４百万円の収入）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は、関連会社株式の売却による収入９億２千６百万円などがあったものの、有形固

定資産の取得による支出額24億６千７百万円などにより、前年同期に比べ１億１千７百万円増加し、21億６千４百

万円（前年同期は20億４千７百万円の支出）となりました。    

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は、短期借入金の純減額７億３千万円、長期借入金の返済による支出額32億８千１

百万円及び配当金の支払額９億１千万円などにより、前年同期に比べ50億８千５百万円増加し、49億８千３百万円

（前年同期は１億３百万円の収入）となりました。 

  

(4) 対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は、16億６千３百万円であります。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 70,000,000 

計 70,000,000 
 

種類 

第２四半期 
会計期間末現在 
発行数(株) 

(2015年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(2015年11月12日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 24,042,700 24,042,700 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
（スタンダード） 

単元株式数 
100株 

計 24,042,700 24,042,700 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

2015年７月１日～ 
2015年９月30日 

― 24,042,700 ― 3,686 ― 3,504 
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(6) 【大株主の状況】 

2015年９月30日現在

(注) １  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)の所有株式数は全て信託業務に係る株式であります。

２ 以下の日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、フィデリティ投信株式会社

及びその共同保有者であるエフエムアール エルエルシーが以下の株式を保有している旨が記載されている

ものの、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の

状況には含めておりません。 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１番１号 12,103 50.34 

大竹榮一 東京都練馬区 1,312 5.46 

ビービーエイチ フォー フィデリ 
ティ ロー プライスド ストック 
ファンド(プリンシパル オール 
セクター サブポートフォリオ) 
(常任代理人  株式会社三菱東京 
 ＵＦＪ銀行) 

245 SUMMER STREET, BOSTON,  
MASSACHUSETTS 02210, USA 
  
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 

941 3.92 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 457 1.90 

埼玉車体株式会社 埼玉県川越市南台１丁目５番４号 438 1.82 

八千代工業従業員持株会 埼玉県狭山市柏原393番地 421 1.75 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 350 1.46 

大竹好子 東京都練馬区 330 1.37 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 262 1.09 

大竹譲司 東京都豊島区 232 0.96 

計 ― 16,849 70.08 
 

氏名または名称 住所 
報告義務 
発生日 

提出日 
保有株券等 
の数(千株) 

株券等保有 
割合(％) 

エフエムアール エル 
エルシー 

245 SUMMER STREET, 
BOSTON,MASSACHUSETTS 
02210, USA 

2011年 
３月15日 

2011年 
３月23日 

1,025 4.26 
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(7) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 

  

 

      2015年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 29,200
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 24,011,800
 

240,118 ― 

単元未満株式 普通株式 1,700
 

― ― 

発行済株式総数 24,042,700 ― ― 

総株主の議決権 ― 240,118 ― 
 

    2015年９月30日現在

所有者の 
氏名又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有株式数 

の割合(％) 

(自己保有株式) 
八千代工業株式会社 

 
埼玉県狭山市柏原393番地 

  
29,200 

 
― 

  
29,200 

  
0.12 

計 ― 29,200 ― 29,200 0.12 
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第４【経理の状況】 

１  要約四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年（平

成19年）内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号

「期中財務報告」（以下「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。 

  

２  監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2015年７月１日から2015年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【要約四半期連結財務諸表】 

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】 

  

      (単位：百万円) 

  注記 
前連結会計年度 
(2015年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(2015年９月30日) 

資産      

流動資産      

現金及び現金同等物   18,530 17,945 

営業債権及びその他の債権   30,887 30,797 

その他の金融資産   2,190 2,086 

棚卸資産   9,722 10,460 

その他の流動資産   986 1,450 

流動資産合計   62,315 62,738 

非流動資産      

有形固定資産   58,719 55,451 

無形資産及びのれん   4,523 4,747 

持分法で会計処理される投資   935 ― 

その他の金融資産   3,039 2,182 

繰延税金資産   683 612 

退職給付に係る資産   2,850 2,848 

その他の非流動資産   485 465 

非流動資産合計   71,235 66,305 

資産合計   133,550 129,043 
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      (単位：百万円) 

  注記 
前連結会計年度 
(2015年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(2015年９月30日) 

負債及び資本      

負債      

流動負債      

営業債務及びその他の債務   26,976 26,130 

借入金   13,821 12,702 

その他の金融負債   226 175 

未払法人所得税   817 843 

その他の流動負債   4,794 5,442 

流動負債合計   46,634 45,293 

非流動負債      

借入金   11,902 8,953 

その他の金融負債   116 104 

退職給付に係る負債   5,107 5,128 

繰延税金負債   5,476 5,054 

その他の非流動負債   541 479 

非流動負債合計   23,143 19,719 

負債合計   69,776 65,012 

資本      

資本金   3,686 3,686 

資本剰余金   3,473 3,473 

利益剰余金   38,739 41,660 

自己株式   △25 △25 

その他の資本の構成要素   7,929 5,776 

親会社の所有者に帰属する持分合計   53,801 54,568 

非支配持分   9,973 9,463 

資本合計   63,774 64,031 

負債及び資本合計   133,550 129,043 
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(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】 

【要約四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

  

      (単位：百万円) 

  注記 
前第２四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 
至 2015年９月30日) 

継続事業      

売上収益 ５ 71,184 77,895 

売上原価   △58,227 △64,530 

売上総利益   12,957 13,365 

       

販売費及び一般管理費   △4,330 △5,260 

研究開発費   △1,476 △1,663 

その他の収益   144 102 

その他の費用   △229 △199 

営業利益   7,066 6,346 

       

金融収益   296 253 

金融費用   △191 △771 

持分法による損益   12 2 

税引前四半期利益 ５ 7,183 5,830 

       

法人所得税費用   △1,723 △1,729 

継続事業からの四半期利益   5,461 4,102 

       

非継続事業 ９    

非継続事業からの四半期利益   253 ― 

四半期利益   5,713 4,102 

       

四半期利益の帰属      

親会社の所有者   5,016 3,161 

非支配持分   697 941 

       

１株当たり四半期利益      

基本的１株当たり四半期利益(円) ７    

継続事業   198.37 131.63 

非継続事業   10.52 ― 

基本的１株当たり四半期利益合計   208.89 131.63 
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【要約四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

  

      (単位：百万円) 

  注記 
前第２四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 
至 2015年９月30日) 

四半期利益   5,713 4,102 

       

その他の包括利益      

純損益に振り替えられることのない項目      

確定給付制度の再測定   430 ― 

その他の包括利益を通じて公正価値で 
測定する金融資産の純変動 

  △319 △438 

純損益に振り替えられることのない項目 
合計 

  111 △438 

純損益に振り替えられる可能性のある項目      

在外営業活動体の換算差額   2,740 △2,496 

純損益に振り替えられる可能性のある 
項目合計 

  2,740 △2,496 

その他の包括利益合計   2,852 △2,934 

四半期包括利益   8,565 1,167 

       

四半期包括利益の帰属      

親会社の所有者   7,430 1,008 

非支配持分   1,135 159 
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【要約四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結会計期間】 

  

      (単位：百万円) 

  注記 
前第２四半期連結会計期間 
(自 2014年７月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 2015年７月１日 
至 2015年９月30日) 

継続事業      

売上収益 ５ 35,838 39,216 

売上原価   △29,258 △32,174 

売上総利益   6,580 7,042 

       

販売費及び一般管理費   △1,977 △2,680 

研究開発費   △580 △799 

その他の収益   58 18 

その他の費用   △151 △129 

営業利益   3,929 3,452 

       

金融収益   277 95 

金融費用   △94 △393 

持分法による損益   7 ― 

税引前四半期利益 ５ 4,118 3,154 

       

法人所得税費用   △803 △1,166 

継続事業からの四半期利益   3,315 1,988 

       

非継続事業 ９    

非継続事業からの四半期利益   336 ― 

四半期利益   3,651 1,988 

       

四半期利益の帰属      

親会社の所有者   3,298 1,514 

非支配持分   353 474 

       

１株当たり四半期利益      

基本的１株当たり四半期利益(円) ７    

継続事業   123.34 63.06 

非継続事業   14.01 ― 

基本的１株当たり四半期利益合計   137.35 63.06 
 

― 15 ―



【要約四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結会計期間】 

  

      (単位：百万円) 

  注記 
前第２四半期連結会計期間 
(自 2014年７月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 2015年７月１日 
至 2015年９月30日) 

四半期利益   3,651 1,988 

       

その他の包括利益      

純損益に振り替えられることのない項目      

確定給付制度の再測定   430 ― 

その他の包括利益を通じて公正価値で 
測定する金融資産の純変動 

  △79 △322 

純損益に振り替えられることのない項目 
合計 

  351 △322 

純損益に振り替えられる可能性のある項目      

在外営業活動体の換算差額   3,350 △3,043 

純損益に振り替えられる可能性のある 
項目合計 

  3,350 △3,043 

その他の包括利益合計   3,701 △3,365 

四半期包括利益   7,352 △1,376 

       

四半期包括利益の帰属      

親会社の所有者   6,391 △1,119 

非支配持分   962 △257 
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】  

  

    (単位：百万円) 

  注記 
親会社の所有者に帰属する持分 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

2014年４月１日残高   3,686 3,473 31,187 △25 

四半期包括利益          

四半期利益       5,016  

その他の包括利益          

確定給付制度の再測定          

その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定する金
融資産の純変動 

         

在外営業活動体の 
換算差額 

         

四半期包括利益合計   ― ― 5,016 ― 

所有者との取引等          

剰余金の配当 ６     △264  

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替 

      430  

所有者との取引等合計   ― ― 166 ― 

2014年９月30日残高   3,686 3,473 36,368 △25 
 

2015年４月１日残高   3,686 3,473 38,739 △25 

四半期包括利益          

四半期利益       3,161  

その他の包括利益          

その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定する金
融資産の純変動 

         

在外営業活動体の 
換算差額 

         

四半期包括利益合計   ― ― 3,161 ― 

所有者との取引等          

剰余金の配当 ６     △240  

所有者との取引等合計   ― ― △240 ― 

2015年９月30日残高   3,686 3,473 41,660 △25 
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    (単位：百万円) 

  注記 

親会社の所有者に帰属する持分 

非支配持分 資本合計 

その他の資本の構成要素 

合計 確定給付制
度の再測定

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産
の純変動 

在外営業 
活動体の 
換算差額 

合計 

2014年４月１日残高   ― 1,120 1,719 2,839 41,160 7,821 48,980 

四半期包括利益                

四半期利益         ― 5,016 697 5,713 

その他の包括利益                

確定給付制度の再測定   430     430 430   430 

その他の包括利益を通
じて公正価値で測定す
る金融資産の純変動 

    △319   △319 △319   △319 

在外営業活動体の 
換算差額 

      2,303 2,303 2,303 438 2,740 

四半期包括利益合計   430 △319 2,303 2,414 7,430 1,135 8,565 

所有者との取引等                

剰余金の配当 ６       ― △264 △145 △409 

その他の資本の構成要素 
から利益剰余金への振替 

  △430     △430 ―   ― 

所有者との取引等合計   △430 ― ― △430 △264 △145 △409 

2014年９月30日残高   ― 802 4,022 4,824 48,325 8,811 57,136 
 

2015年４月１日残高   ― 1,116 6,813 7,929 53,801 9,973 63,774 

四半期包括利益                

四半期利益         ― 3,161 941 4,102 

その他の包括利益                

その他の包括利益を通
じて公正価値で測定す
る金融資産の純変動 

    △438   △438 △438   △438 

在外営業活動体の 
換算差額 

      △1,715 △1,715 △1,715 △781 △2,496 

四半期包括利益合計   ― △438 △1,715 △2,153 1,008 159 1,167 

所有者との取引等                

剰余金の配当 ６       ― △240 △670 △910 

所有者との取引等合計   ― ― ― ― △240 △670 △910 

2015年９月30日残高   ― 678 5,098 5,776 54,568 9,463 64,031 
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】  

  

      (単位：百万円) 

  注記 
前第２四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 
至 2015年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー      

税引前四半期利益   7,183 5,830 

非継続事業からの税引前四半期利益   143 ― 

減価償却費及び償却費   4,444 4,293 

減損損失   110 ― 

金融収益   △363 △253 

金融費用   191 771 

持分法による損益   △12 △2 

営業債権及びその他の債権の増減額   795 △770 

棚卸資産の増減額   △305 △995 

営業債務及びその他の債務の増減額   △4,479 154 

退職給付に係る負債の増減額   △3,503 94 

退職給付に係る資産の増減額   0 2 

その他(純額)   750 134 

小計   4,953 9,259 

配当金の受取額   43 64 

 利息の受取額   117 191 

利息の支払額   △183 △129 

法人所得税の支払額又は還付額   △1,656 △1,716 

営業活動によるキャッシュ・フロー   3,274 7,668 

投資活動によるキャッシュ・フロー      

有形固定資産の取得による支出   △4,039 △2,467 

有形固定資産の売却による収入   407 73 

 無形資産の取得による支出   △649 △599 

定期預金の預入又は払戻(純額)   587 △225 

事業譲渡による収入   1,630 ― 

関連会社株式の売却による収入   ― 926 

その他(純額)   16 127 

 投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,047 △2,164 

財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の増減(純額)   4,269 △730 

 長期借入金の返済による支出   △3,709 △3,281 

 親会社の所有者への配当金の支払額   △264 △241 

 非支配持分への配当金の支払額   △145 △670 

 その他(純額)   △48 △62 

  財務活動によるキャッシュ・フロー   103 △4,983 

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)   1,329 521 

現金及び現金同等物に係る換算差額   844 △1,106 

現金及び現金同等物の期首残高   15,586 18,530 

現金及び現金同等物の四半期末残高   17,760 17,945 
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【要約四半期連結財務諸表注記】 

１．報告企業 

八千代工業株式会社（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。その登記している本社及

び主要な事業所の住所は当社のホームページ（URL http://www.yachiyo-ind.co.jp/）で開示しております。当社及

び子会社（以下「当社グループ」という。）は、自動車及び自動車部品の製造及び販売を主な事業としておりま

す。また、当社の親会社は本田技研工業株式会社（以下「親会社」という。）であります。 

当社グループの本要約四半期連結財務諸表は、2015年11月12日に当社代表取締役社長 笹本 裕詞によって承認さ

れております。 

  

２．作成の基礎 

(1) 準拠する会計基準 

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「特定会社」の要件を

満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。 

要約四半期連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求されるすべての情報が含まれていないため、前

連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。 

  

(2) 測定の基礎 

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている金融商品等を除き、取得原価を基礎とし

て作成しております。 

  
(3) 機能通貨及び表示通貨 

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円で表示されており、また特に記載がな

い限り、百万円未満を四捨五入して表示しております。 

  
３．重要な会計方針 

当社グループの要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下の新たに適用する基準を除

き、前連結会計年度の連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。 

  
当社グループは、第１四半期連結会計期間より、以下の基準書及び解釈指針をそれぞれの経過措置に準拠して適

用しております。これらの基準書等の適用が、当社グループの要約四半期連結財務諸表に与える重要な影響はあり

ません。 

  
４．重要な会計上の判断、見積り及び仮定 

当社グループの要約四半期連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報

告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を設定することが義務付けられております。実際の結果はこれらの見積

りとは異なる場合があります。 

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの変更は、見積りが変更された会

計期間及び将来の会計期間において影響を与えております。 

本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断、見積り及び仮定は、原則として前連結会計年度に

係る連結財務諸表と同様であります。 

  

基準書 基準名 新設・改訂の概要 

IAS第19号 従業員給付 従業員又は第三者による拠出の会計処理の明確化 
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５．セグメント情報 

  セグメント収益及び業績 

当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は次のとおりであります。 

前第２四半期連結累計期間 （自 2014年４月１日 至 2014年９月30日） 

(注) １ 「調整額」の内容は、次のとおりであります。 

(1) 売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。 

(2) セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引の消去であります。 

２ セグメント間の内部売上収益は、市場実勢価格に基づいております。 

 ３ 当社は、市場連動型の年金制度の導入等、退職給付制度の改定を行っております。これにより、日本のセグ

メント利益が2,921百万円増加しております。 

 ４ 当社は、2014年３月に連結子会社であるヤチヨ マニュファクチュアリング オブ アラバマ エル エル

シー（米国）の板金事業をユニプレス株式会社の100％子会社であるユニプレス アラバマ インコーポレー

テッドへ譲渡することを決議しました。また、2014年６月にヤチヨ オブ オンタリオ マニュファクチュア

リング インコーポレーテッド（カナダ）の全事業をMatcor-Matsu Group of Companiesへ譲渡することを決

議し、北米における板金事業を終了することを決定いたしましたので、同事業を非継続事業に分類しており、

セグメント情報から除いております。 

なお、セグメント情報から除いた非継続事業の業績については注記「９. 非継続事業」をご参照ください。

  

当第２四半期連結累計期間 （自 2015年４月１日 至 2015年９月30日） 

(注) １ 「調整額」の内容は、次のとおりであります。 

(1) 売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。 

(2) セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引の消去であります。 

２ セグメント間の内部売上収益は、市場実勢価格に基づいております。 

  

 

  (単位：百万円) 

  
報告セグメント 

調整額 連結 
日本 米州 中国 アジア 

その他の
地域 

計 

売上収益                

外部顧客への売上収益 19,670 17,317 10,194 24,002 ― 71,184 ― 71,184 

セグメント間の内部売上収益 3,994 2 161 38 ― 4,195 △4,195 ― 

合計 23,663 17,319 10,355 24,040 ― 75,378 △4,195 71,184 

セグメント利益 
（税引前四半期利益） 

2,290 739 2,353 1,799 12 7,191 △8 7,183 
 

  (単位：百万円) 

  
報告セグメント 

調整額 連結 
日本 米州 中国 アジア 

その他の
地域 

計 

売上収益                

外部顧客への売上収益 17,506 22,135 11,156 27,098 ― 77,895 ― 77,895 

セグメント間の内部売上収益 3,548 ― 229 105 48 3,931 △3,931 ― 

合計 21,055 22,135 11,385 27,203 48 81,825 △3,931 77,895 

セグメント利益 
（税引前四半期利益又は損失） 

△341 1,800 2,063 2,300 17 5,839 △8 5,830 
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前第２四半期連結会計期間 （自 2014年７月１日 至 2014年９月30日） 

(注) １ 「調整額」の内容は、次のとおりであります。 

(1) 売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。 

(2) セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引の消去であります。 

２ セグメント間の内部売上収益は、市場実勢価格に基づいております。 

 ３ 当社は、市場連動型の年金制度の導入等、退職給付制度の改定を行っております。これにより、日本のセグ

メント利益が2,921百万円増加しております。 

 ４ 当社は、2014年３月に連結子会社であるヤチヨ マニュファクチュアリング オブ アラバマ エル エル

シー（米国）の板金事業をユニプレス株式会社の100％子会社であるユニプレス アラバマ インコーポレー

テッドへ譲渡することを決議しました。また、2014年６月にヤチヨ オブ オンタリオ マニュファクチュア

リング インコーポレーテッド（カナダ）の全事業をMatcor-Matsu Group of Companiesへ譲渡することを決

議し、北米における板金事業を終了することを決定いたしましたので、同事業を非継続事業に分類しており、

セグメント情報から除いております。 

なお、セグメント情報から除いた非継続事業の業績については注記「９. 非継続事業」をご参照ください。

  

当第２四半期連結会計期間 （自 2015年７月１日 至 2015年９月30日） 

(注) １ 「調整額」の内容は、次のとおりであります。 

(1) 売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。 

(2) セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引の消去であります。 

２ セグメント間の内部売上収益は、市場実勢価格に基づいております。 

  

 

  (単位：百万円) 

  
報告セグメント 

調整額 連結 
日本 米州 中国 アジア 

その他の
地域 

計 

売上収益                

外部顧客への売上収益 9,761 9,290 4,559 12,228 ― 35,838 ― 35,838 

セグメント間の内部売上収益 1,970 1 70 27 ― 2,068 △2,068 ― 

合計 11,731 9,291 4,629 12,255 ― 37,906 △2,068 35,838 

セグメント利益 
（税引前四半期利益又は損失） 

2,216 △6 1,048 900 6 4,164 △46 4,118 
 

  (単位：百万円) 

  
報告セグメント 

調整額 連結 
日本 米州 中国 アジア 

その他の
地域 

計 

売上収益                

外部顧客への売上収益 8,938 11,132 5,560 13,587 ― 39,216 ― 39,216 

セグメント間の内部売上収益 1,427 ― 124 72 39 1,663 △1,663 ― 

合計 10,365 11,132 5,684 13,659 39 40,879 △1,663 39,216 

セグメント利益 
（税引前四半期利益又は損失） 

△400 1,387 1,118 1,027 15 3,147 6 3,154 
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６．配当金 

前第２四半期連結累計期間（自 2014年４月１日 至 2014年９月30日） 

配当金支払額 

  

基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの 

  

当第２四半期連結累計期間（自 2015年４月１日 至 2015年９月30日） 

配当金支払額 

  

基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2014年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 264 11 2014年３月31日 2014年６月25日 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2014年10月27日 
取締役会 

普通株式 240 10 2014年９月30日 2014年11月28日 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2015年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 240 10 2015年３月31日 2015年６月24日 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2015年10月30日 
取締役会 

普通株式 288 12 2015年９月30日 2015年11月27日 
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７．１株当たり利益 

(1) 基本的１株当たり四半期利益 

  

  

(2) 基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎 

① 普通株主に帰属する四半期利益 

  

  

② 期中平均普通株式数 

  

希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果を有する株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 

    (単位：円) 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 
至 2015年９月30日) 

継続事業 198.37 131.63 

非継続事業 10.52 ― 

基本的１株当たり四半期利益合計 208.89 131.63 
 

    (単位：円) 

  
前第２四半期連結会計期間 
(自 2014年７月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 2015年７月１日 
至 2015年９月30日) 

継続事業 123.34 63.06 

非継続事業 14.01 ― 

基本的１株当たり四半期利益合計 137.35 63.06 
 

    (単位：百万円) 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 
至 2015年９月30日) 

親会社の普通株主に帰属する 
継続事業からの四半期利益 

4,764 3,161 

親会社の普通株主に帰属する 
非継続事業からの四半期利益 

253 ― 

基本的１株当たり四半期利益 
の計算に使用する四半期利益 

5,016 3,161 
 

    (単位：百万円) 

  
前第２四半期連結会計期間 
(自 2014年７月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 2015年７月１日 
至 2015年９月30日) 

親会社の普通株主に帰属する 
継続事業からの四半期利益 

2,962 1,514 

親会社の普通株主に帰属する 
非継続事業からの四半期利益 

336 ― 

基本的１株当たり四半期利益 
の計算に使用する四半期利益 

3,298 1,514 
 

    (単位：株) 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 
至 2015年９月30日) 

期中平均普通株式数 24,013,562 24,013,482 
 

    (単位：株) 

  
前第２四半期連結会計期間 
(自 2014年７月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 2015年７月１日 
至 2015年９月30日) 

期中平均普通株式数 24,013,562 24,013,482 
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８．金融商品 

(1) 金融商品の公正価値算定方法 

 (現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務) 

主に短期間で決済されるため公正価値は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

  
 (その他の金融資産、その他の金融負債) 

３ヶ月超の定期預金については短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額に近似していることから、当該帳

簿価額によっております。 

上場株式は取引所の市場価格によっております。 

非上場株式は、類似上場会社比較法（類似上場会社の市場株価に対する各種財務数値の倍率を算定し、必要な調

整を加える方法）により算定しております。 

デリバティブは、取引先金融機関から提示された価格に基づいて算定しております。 

  
 (借入金) 

借入金のうち、短期借入金は短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額に近似していることから帳簿価額に

よっております。 

長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によ

っております。 

  

(2) 公正価値及び帳簿価額 

金融商品の公正価値及び要約四半期連結財政状態計算書における帳簿価額は次のとおりであります。 

なお、公正価値で測定する金融商品及び帳簿価額と公正価値が近似している金融商品については、次表に含めて

おりません。 

  

 

  (単位：百万円) 

  
前連結会計年度 

（2015年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 

（2015年９月30日） 

  帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 

長期借入金 
(１年内返済長期借入金を含む) 

18,253 18,325  14,946  15,004 
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(3) 要約四半期連結財務諸表に認識された公正価値の測定 

以下は要約四半期連結財政状態計算書において公正価値で測定される金融商品を評価方法ごとに分析したもので

あります。それぞれのレベルは、以下のように定義づけられております。 

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格 

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値 

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値 

  

前連結会計年度（2015年３月31日） 

  

当第２四半期連結会計期間（2015年９月30日） 

  

レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表 

レベル３に分類されている金融資産は、主に非上場株式により構成されています。 

非上場株式の公正価値の測定にあたり、類似上場会社比較法を用いて計算しておりますが、割引前キャッシュ・

フロー、純資産に基づく評価レベルなど、別の技法を用いると公正価値の測定結果が異なる可能性があります。類

似上場会社比較法による計算にあたっては、継続的に複数の類似上場会社を比較対象とするとともに非流動性のデ

ィスカウントを考慮しております。 

 

        (単位：百万円) 

  レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

純損益を通じて公正価値で 
測定する金融資産 

       

デリバティブ資産 ― 170 ― 170 

その他の包括利益を通じて 
公正価値で測定する金融資産 

       

株式 615 ― 1,485 2,100 

その他 ― ― 0 0 

金融資産合計 615 170 1,485 2,270 

純損益を通じて公正価値で 
測定する金融負債 

       

デリバティブ負債 ― 115 ― 115 

金融負債合計 ― 115 ― 115 
 

        (単位：百万円) 

  レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

純損益を通じて公正価値で 
測定する金融資産 

       

デリバティブ資産  ―  190  ―  190 

その他の包括利益を通じて 
公正価値で測定する金融資産 

       

株式  588  ―  869  1,457 

その他  ―  ―  0  0 

金融資産合計  588  190  869  1,647 

純損益を通じて公正価値で 
測定する金融負債 

       

デリバティブ負債  ―  79  ―  79 

金融負債合計  ―  79  ―  79 
 

    (単位：百万円) 

  
前連結会計年度 

（自 2014年４月１日 
  至 2015年３月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 2015年４月１日 

  至 2015年９月30日） 

期首残高 1,774 1,485 

その他の包括利益  △149 △617 

処分  △139 ― 

期末残高  1,485 869 
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９．非継続事業 

当社は、2014年３月に連結子会社であるヤチヨ マニュファクチュアリング オブ アラバマ エル エル シ

ー（米国）の板金事業をユニプレス株式会社の100％子会社であるユニプレス アラバマ インコーポレーテッドへ

譲渡することを決議しました。また、2014年６月にヤチヨ オブ オンタリオ マニュファクチュアリング イン

コーポレーテッド（カナダ）の全事業をMatcor-Matsu Group of Companiesへ譲渡することを決議し、北米における

板金事業を終了することを決定いたしましたので、前第２四半期連結累計期間においては、同事業を非継続事業に

分類しております。 

  

(1) 報告セグメント 

米州セグメント 

  

(2) 非継続事業の業績 

  

  

(3) 非継続事業からのキャッシュ・フロー 

  

 

    (単位：百万円) 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 
至 2015年９月30日) 

非継続事業の損益     

収益 6,450 ― 

費用 △6,307 ― 

非継続事業からの税引前四半期利益 143 ― 

法人所得税費用 110 ― 

非継続事業からの四半期利益 253 ― 
 

    (単位：百万円) 

  
前第２四半期連結会計期間 
(自 2014年７月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 2015年７月１日 
至 2015年９月30日) 

非継続事業の損益     

収益 1,105 ― 

費用 △808 ― 

非継続事業からの税引前四半期利益 297 ― 

法人所得税費用 40 ― 

非継続事業からの四半期利益 336 ― 
 

    (単位：百万円) 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 
至 2015年９月30日) 

非継続事業からのキャッシュ・フロー     

営業活動によるキャッシュ・フロー △715 ― 

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,587 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,414 ― 

合計 459 ― 
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10．後発事象 

 重要な会社分割及び重要な子会社株式の売却 

 当社は2015年10月15日開催の取締役会において、当社四日市製作所の板金プレス工場（以下、四日市プレス工

場）を吸収分割により、当社が100％を出資する連結子会社である株式会社ワイジーテック（以下、ワイジーテッ

ク）に承継させた上で、所有するワイジーテックの全株式を東プレ株式会社へ譲渡することを決議し、同日譲渡契

約を締結いたしました。 

 当社は、事業構造の変革を進めグローバルでの成長戦略を加速していくために、自動車部品事業においては、主

力製品である樹脂製燃料タンク及びサンルーフの事業に経営資源を集中し販路の拡大を進めており、昨年６月27日

にヤチヨ オブ オンタリオ マニュファクチュアリング インコーポレーテッド（カナダ）の全事業を、同10月

１日にヤチヨ マニュファクチュアリング オブ アラバマ エル エル シー（米国）の板金事業をそれぞれ譲

渡しております。 

 また自動車組立事業においては、少量生産に特化した生産体質への改革を進めており、大量生産を前提とした既

存の板金プレス工場については、当社が目指す自動車組立事業の今後の方向性を踏まえ、見直しが必要となりまし

た。 

 これらの状況から、日本国内で板金事業を営むワイジーテックの全事業及び四日市プレス工場を、東プレ株式会

社に譲渡することといたしました。 

   

１．重要な会社分割 

(1) 会社分割する事業（当社四日市製作所 板金プレス工場）の内容 

自動車用板金プレス部品の製造及びこれに付帯する事業 

  
(2) 会社分割の形態 

当社を分割会社とし、ワイジーテックを承継会社とする吸収分割であります。 

  

(3) 会社分割の時期 

 2015年12月１日予定 

  
２．重要な子会社株式の売却 

(1) 売却する相手会社の名称 

   東プレ株式会社 

  
(2) 売却の時期 

    2016年１月１日予定 

  
(3) 当該子会社の名称、事業内容 

    子会社の名称  ： 株式会社ワイジーテック 

  事業内容    ： 自動車部品の製造及び販売 

  
(4) 売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分比率 

売却株式数   ： 330,000株 

売却価額    ： 売却の相手先との守秘義務契約により、開示は控えさせていただきます。 

売却損益    ： 株式譲渡予定日前日までのワイジーテックの受注量の変化等により、譲渡する株式の評価 

          額が変動するため、現時点では確定しておりません。 

売却後の持分比率： －％  

  

(5) 株式を売却する子会社が含まれる報告セグメントの名称 

  日本 

  

３．譲渡対象となる事業（吸収分割後の承継会社）の規模 

売上収益 6,490百万円（2015年３月期） 

※内部取引消去後の額となります。 

  

 

― 28 ―



２【その他】 

2015年10月30日の取締役会において、2015年９月30日最終の株主名簿に記載又は記録された株主もしくは登録株式

質権者に対し、第63期中間配当金を次のとおり支払う旨決議いたしました。 

①  中間配当金総額                                              288百万円 

②  １株当たり中間配当金                                         12円00銭 

③  支払請求の効力発生日及び支払開始日                     2015年11月27日 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

2015年11月12日

八千代工業株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている八千代工業株式

会社の2015年４月１日から2016年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2015年７月１日から2015年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸

表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四

半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期

レビューを行った。 

  

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務

報告」に準拠して、八千代工業株式会社及び連結子会社の2015年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２

四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

強調事項 

要約四半期連結財務諸表注記の後発事象に記載されているとおり、会社は2015年10月15日開催の取締役会において、

四日市製作所の板金プレス工場を吸収分割により100％出資連結子会社である株式会社ワイジーテックに承継させた上

で、所有する株式会社ワイジーテックの全株式を東プレ株式会社へ譲渡することについて決議し、同日譲渡契約を締結

した。 

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士    足 立  純 一    印 

 

指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士    小 川  勤      印 

 

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。 

２  XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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